予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　新　CO2削減　自転車利活用推進事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　環境生活部環境管理課温暖化対策係　電話番号：058-272-1111（内2694）

　　　　　　　E-mail： c11264@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　 4,286千円（前年度予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳


	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,286
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,286

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・　CO2排出量ゼロの自転車は、利用者の健康増進だけでなく、地球温暖化防止へも貢献できる。公共交通があまり発達しておらず、移動手段の多くを自動車に依存している岐阜県において、自転車の利活用拡大は温暖化対策の有効なツールとして期待が高まっている。

・　世帯当たりの用途別CO2排出量の約4分の1が自家用自動車の利用によるものであり、近距離移動（通勤を含む。）においては、自動車から自転車への利用転換を誘導する取組が必要。なお、県庁職員においては、かねてより自転車通勤を含むマイカー自粛の取組を実施している。
（２）事業内容
　【自転車通勤チャレンジ事業】

　　　事業所の理解を得ながら、一定数以上の従業員が新たに自動車通勤から自転車通勤にチャレンジする場合に、ギフト券の付与及びサイクルコンピューターを貸与する制度を創設し、自転車通勤を支援
　【「近距離は自動車から自転車へ」普及啓発事業】

　　　近距離移動に自転車を活用するためのスローガンを掲げ、イベント等で快適な自転車利用を体感できる機会の提供を通して、通勤や近距離移動での自転車利用を促進
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県１０／１０　（県単独事業のため）
（４）類似事業の有無
　　　・「岐阜県内での自転車活用提案モデル実証事業」（環境管理課）
　　　　平成２５年度単年度事業であることから、さらなる自転車利活用促進のためには前年度の課題を踏まえた事業の継続が必要
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	63
	プロポーザル評価会議構成員報償費

	旅費
	76
	評価会議構成員旅費、セミナー講師及び担当者打ち合わせ旅費

	需用費
	81
	事務用消耗品購入費、車両燃料費、会議費

	役務費
	36
	電話代、郵送料

	委託料
	3,902
	自転車利活用促進事業業務の実施

	その他
	128
	【使用料】高速道路使用料、会場借上費

	合計
	4,286
	


	　決定額の考え方　

　自転車利活用の課題を整理したうえで、改めて検討することとし、計上を見送ります。


	


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県地球温暖化対策実行計画の中期目標達成のために、県が率先して対策を講じる必要がある。
（２）国・他県の状況

　　　鳥取県：自転車通勤チャレンジ２０１３
（３）後年度の財政負担
　　　２６年度の事業実績を踏まえ、事業の継続等について検討

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　近距離通勤や日々の近距離移動における自転車利用の拡大
　自転車利用促進を通した地球温暖化防止の啓発


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	なし
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H26）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　当該事業による自動車から自転車利用の状況把握は不可能であり、指標の設定は困難である。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)


	

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・自転車利用のためのインフラ整備（道路、駐輪施設など）とそれを担保する制度整備

・自転車利用者のみならず、歩行者、自動車運転者に対する法理解の促進や安全教育

・自転車通勤促進等のための制度整備やインフラ（駐輪施設、更衣室やシャワー室等）整備
　一般に、特に近距離移動における自転車利用の優位性の理解が進んでいないことがネック


（次年度の方向性）
	インフラ整備や制度整備などは、一朝一夕に見直しができるものではないが、近距離移動の場面ごとに、利用者に対する各々のメリット（経済面、健康面、環境面など）を強調しつつ、課題や問題点を解消するための支援（自転車選び、利用方法、メンテナンス、自転車利用体験など）を、各方向から進めることが肝要である。

事業の実施結果を踏まえ、ＣＯ２削減に効果的な事業の継続実施、新たな取組の検討を通して、事業所・市町村等への取組の拡大を図る。


